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特 記 仕 様 書 

 

(環境への配慮) 

第 12 条 請負者は、別途実施された環境影響評価を遵守するものとする。 

2.  現場付近はオオタカの生息地であり、事業団が別途発注するモニタリングの調査

結果及びオオタカ保護連絡協議会において、工事の一時中止を指示することも想定

される。その場合においても、工期内の完成を目標として、工程管理に努めるもの

とする。 

3.  本工事の施工エリアは広範囲であり、自然保護エリアなど造成及び工作物を施工

しない箇所へ濫りに侵入しないなど自然環境へ配慮するものとする。 

 

 

(排出ガス対策型建設機械について) 

第 18 条  本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「排出ガス対策型建設機

械指定要領(H3.10.8 付建設省径機発第 249 号最終改正 H9.10.3 付建設省径機発第

126 号)」に基づき指定された排出ガス対策型建設機械、又は平成 7 年度建設技術評

価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」また、これと同等の開発目

標で実施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業により評価された排出ガス

浄化装置を装着した建設機械(黒煙浄化装置付)を使用するものとする。ただし、こ

れにより難い場合は、監督員と協議の上設計変更するものとする。また、排出ガス

対策型建設機械あるいは、排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場合、

施工現場において使用する機械の写真撮影を行い提出するものとする。なお、指定

機械であることを識別するラベルが添付されているので、確認できるように撮影す

ること。 

機種 備考 

一般工事用建設機械 

バックホウ、ホイールローダ、ブルドーザ、発動

発電機(可搬式)、空気圧縮機(可搬式)、油圧ユニッ

ト(以下に示す基礎工事用機械のうち、ベースマシ

ンとは別に、独立したディーゼルエンジン駆動の

油圧ユニットを搭載しているもの；油圧ハンマ、

バイブロハンマ、油圧式鋼管圧入引抜機、油圧式

杭圧入引抜機、アースオーガ、オールケーシング

掘削機、リバースサーキュレーションドリル、地

下連続壁施工機、全回転型オールケーシング掘削

ディーゼルエンジン(エン

ジ ン 出 力 7.5kw 以 上

272kw 以下)を搭載した建

設機械に限る。 

抜粋 
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機)、ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ、

ラフテレーンクレーン油圧伸縮ジブ型 

 

(低騒音型建設機械の使用) 

第 19 条  本工事において、「建設工事に伴う騒音対策技術指針」（S51.3.2 建設省経機発第

54 号、建設大臣官房技術参事官から各地方建設局長あて 最終改正 S62.3.30 建設

省経機発第 58 号）に基づき、低騒音型建設機械の使用原則を図る場合は、「低騒

音型・低振動型建設機械の指定に関する規程」（H9.7.31 建設省告示第 1536 号 最

終改定 H12.12.22 建設省告示第 2438 号）に基づき指定された低騒音型建設機械を

使用するものとする。  

     また、施工現場において指定機械であることを識別するラベルが確認できるよ

うに、建設機械を写真撮影し、監督員に提出するものとする。 
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(伐竹木・除根材) 

第 11 条 伐竹木・除根材については、立木調査及び近隣工事の実績を基に数量を設計して

いるが、処分費については、実施により変更するものとする。ついては、処分施設

に持ち込む際には、伐採木、竹、除根材を分けることとし、また、処分量の集計表

を作成し、監督員に提出するものとする。なお、処分は焼却処分とはせずチップ化

とし、有効利用を図るものとする。 

 

 

 (環境への配慮) 

第 14 条 請負者は、別途実施された環境影響評価を遵守するものとする。 

2.  現場付近はオオタカの生息地であり、事業団が別途発注するモニタリングの調査

結果及びオオタカ保護連絡協議会において、工事の一時中止を指示することも想定

される。 

3.  本工事の施工エリアは広範囲であり、自然保護エリアなど造成及び工作物を施工

しない箇所へ濫りに侵入しないなど自然環境へ配慮するものとする。 

 

 

(排出ガス対策型建設機械について) 

第 20 条  本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「排出ガス対策型建設機

械指定要領(H3.10.8 付建設省径機発第 249 号最終改正 H9.10.3 付建設省径機発第

126 号)」に基づき指定された排出ガス対策型建設機械、又は平成 7 年度建設技術評

価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」また、これと同等の開発目

標で実施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業により評価された排出ガス

浄化装置を装着した建設機械(黒煙浄化装置付)を使用するものとする。ただし、こ

れにより難い場合は、監督員と協議の上設計変更するものとする。また、排出ガス

対策型建設機械あるいは、排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場合、

施工現場において使用する機械の写真撮影を行い提出するものとする。なお、指定

機械であることを識別するラベルが添付されているので、確認できるように撮影す

ること。 

機種 備考 

一般工事用建設機械 

バックホウ、ホイールローダ、ブルドーザ、発動

ディーゼルエンジン(エン

ジ ン 出 力 7.5kw 以 上

抜粋 
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発電機(可搬式)、空気圧縮機(可搬式)、油圧ユニッ

ト(以下に示す基礎工事用機械のうち、ベースマシ

ンとは別に、独立したディーゼルエンジン駆動の

油圧ユニットを搭載しているもの；油圧ハンマ、

バイブロハンマ、油圧式鋼管圧入引抜機、油圧式

杭圧入引抜機、アースオーガ、オールケーシング

掘削機、リバースサーキュレーションドリル、地

下連続壁施工機、全回転型オールケーシング掘削

機)、ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ、

ラフテレーンクレーン油圧伸縮ジブ型 

272kw 以下)を搭載した建

設機械に限る。 

 

(低騒音型建設機械の使用) 

第 21 条  本工事において、「建設工事に伴う騒音対策技術指針」（S51.3.2 建設省経機発第

54 号、建設大臣官房技術参事官から各地方建設局長あて 最終改正 S62.3.30 建設

省経機発第 58 号）に基づき、低騒音型建設機械の使用原則を図る場合は、「低騒

音型・低振動型建設機械の指定に関する規程」（H9.7.31 建設省告示第 1536 号 最

終改定 H12.12.22 建設省告示第 2438 号）に基づき指定された低騒音型建設機械を

使用するものとする。  

     また、施工現場において指定機械であることを識別するラベルが確認できるよ

うに、建設機械を写真撮影し、監督員に提出するものとする。 
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